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公益財団法人岐阜県産業経済振興センター 岐阜県ヘルスケア産業イノベーション 

推進事業費助成金 交付要綱 

 

（総則） 

第１条 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター（以下「センター」という。）は、県内のヘル

スケア産業（医療・福祉機器、医薬品、健康食品等）の規模拡大を目的とし、同産業における、

県内企業の事業拡大・新規参入や、これを促進するためのスタートアップ企業や大学等との連携

による新たな価値の創造に資する取り組みを支援するために、予算の範囲内において助成金を交

付するものとし、その交付に関しては、公益財団法人岐阜県産業経済振興センター助成金等交付

規程（以下「規程」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「助成事業」とは、次の各号に掲げる医療機器等（専ら動物のために使

用されることが目的とされているものを除く。）の試作品若しくは製品の開発又はこれらの改

良、販路開拓など、医療・福祉機器・健康食品分野における事業拡大や当該分野への新規参入を

行うための活動（通常の生産活動を除く。）をいう。 

（１）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第

１４５号。以下「薬機法」という。）第２条第１項に規定する医薬品 

（２）薬機法第２条第２項に規定する医薬部外品 

（３）薬機法第２条第４項に規定する医療機器及びこれらの部品、部材、教材等 

（４）薬機法第２条第９項に規定する再生医療等製品及びこれらの関連資機材 

（５）医療機関若しくは在宅医療で使用することを目的とした物品等（医療雑貨） 

（６）福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成５年法律第３８号）第２条に規定

する福祉用具及びこれらに類するもの 

（７） 消費者庁が規定する、特定保健用食品、栄養機能食品、機能性表示食品、特別用途食品

及びこれらへの用途が見込まれる原材料 

（８）その他センター理事長（以下「理事長」という。）が適当と認めるもの。 

 

（助成事業者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者（以下「助成事業者」という。）は、「岐阜県ヘルスケア産

業推進ネットワーク」に登録している者で、かつ次の各号に掲げるいずれかの者とする。 

 （１） 県内に本社又は製品を製造する事業所を有する中小企業（中小企業基本法（平成28年法

律第58号）第２条第１項各号に該当する会社及び個人）で、医療・機器・健康食品の製品

開発や、自社で開発した製品等の販路開拓に積極的に取り組む者 

 （２）県内に本社又は製品を製造する事業所を有する前項以外の企業において、本助成事業の

成果が県内中小企業等を牽引する効果があるとセンター理事長（以下「理事長」とい

う。）が認める企業 

 

（欠格事由） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる者は、助成事業者となることができない。 
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（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。次号

において「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３）暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者 

（４）役員等（法人にあっては役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を

有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する権限を代

行し得る地位にある者を含む。）をいう。以下同じ。）を、法人以外の団体にあっては代表

者、理事その他法人における役員及び使用人と同等の責任を有する者を、個人にあってはそ

の者及びその使用人をいう。以下同じ。）が暴力団員であるなど、暴力団がその経営又は運

営に実質的に関与している、個人、又は法人若しくはその他の団体（以下「法人等」とい

う。） 

（５）役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し又は雇用している、個人又は法

人等 

（６）役員等が、その属する法人等若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は、第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している、個人又は法人等 

（７）役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直

接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している、個人又は法人等 

（８）役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

している、個人又は法人等 

（９）役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であること

を知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用し

ている、個人又は法人等 

（１０）国税又は地方税を滞納（課税庁が認めた納入計画を立てているものを除く。）してい

る、個人又は法人等。 

 

（助成対象事業） 

第５条 助成金交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の（１）から

（３）のとおりとし、各事業の内容は別表のとおりとする。 

（１）試作開発支援事業 

（２）製品化支援事業 

（３）海外販路開拓支援事業 

 

（助成対象経費等） 

第６条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）および助成金の額は、

別表のとおりとする。 

２ 助成対象経費は、原則、助成対象事業の実施期間内に発生し、支出した経費とする。ただし第

７条２項に規定する承認を得た内容に係る経費は助成対象として認める場合がある。 

３ 国、県等における他の補助金・助成金等の対象となった事業は、本助成事業の対象としない。 
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（助成対象期間） 

第７条 助成対象期間は、交付決定日から助成対象事業の完了（助成対象事業の廃止の承認を受け

た場合を含む。）の日又は当該年度の２月１５日（２月１５日が土曜日または日曜日の場合は、

それ以前の直近の金曜日）のいずれか早い日までとする。 

２ 助成対象事業の着手は、助成金の交付決定を受けた後でなければならない。ただし、事業の性

格上緊急性や必要性などやむを得ない事由により、助成金の交付決定前に事業を実施しようとす

る場合において、事前着手理由書（別記第１号様式の別紙様式２）を理事長に提出し、承認を得

たときは、この限りでない。 

 

（助成金の交付申請） 

第８条 助成金交付申請書の様式は、別記第１号様式のとおりとする。 

２ 助成金交付申請書には、別記第１号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 助成金交付申請書の提出期限は、理事長が別に定める。 

 

（審査会の設置） 

第９条 理事長は、本事業の実施にあたり、ヘルスケア産業分野に係る技術・市場等の動向に知見

を有する者等で構成する審査会を設置する。 

２ 審査会に関する事項については別に定める。 

 

（助成金の交付決定） 

第１０条 理事長は、第８条の規定により助成金の申請書の提出があったときは、前条第２項の規

定による審査委員会の審査の結果を参考にし、予算の範囲内において助成金の交付先および交付

額を決定するものとする。 

２ 理事長は、前項の場合において、適正な交付を行うため、必要があるときは、助成金の交付の

申請に係る事項に修正を加えて助成金の交付の決定をすることができる。 

 

（助成金の交付の条件） 

第１１条 助成金の交付決定には、次に掲げる条件を付けるものとする。 

（１）助成対象事業の内容の変更をする場合（実施する助成事業の目的及び能率に影響を及ぼさ

ない範囲での内容の変更を除く。）は、あらかじめ理事長の承認を受けること。 

（２）助成対象経費を、その総額の２０％を超えて減額する場合は、あらかじめ理事長の承認を

受けること。 

（３）助成対象経費の各区分の相互間において経費の配分を変更する場合（既に計上されている

助成対象経費区分の相互間でかつ助成対象経費の総額の２０％を超えない配分の変更を除

く。）は、あらかじめ理事長の承認を受けること。 

（４）助成対象事業を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ理事長の承認を受ける

こと。 

（５）助成対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成対象事業の遂行が困難になった場

合は、速やかに理事長に報告し、その指示を受けること。 

（６）この助成金の交付を受けた経費に対し、重複してセンター及び他の機関の補助金・助成金
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等の交付を受けないこと。 

 

２ 前項第１号から第４号の規定により理事長の承認を受けようとする場合の申請書の様式は、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。  

（１）前項第１号から第３号の承認 ： 事業内容・経費区分変更承認申請書（別記第２号様式） 

（２）前項第４号の承認 ： 事業中止（廃止）承認申請書（別記第３号様式） 

 

(交付決定の通知) 

第１２条 理事長は、第１０条の規定により助成金等の交付の決定をしたときは、速やかにその決

定の内容及びこれに条件を付けた場合には、その条件を助成金等の交付の申請をした者に通知す

るものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１３条 助成金の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受理した場合において、当該

通知に係る助成金等の交付の決定の内容又はこれに付けられた条件に不服があるときは、通知を

受けた日から１０日以内に、申請の取り下げをすることができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る助成金の交付の決定は、なか

ったものとみなす。 

 

(助成事業等の遂行) 

第１４条 助成事業者等は、助成金等の交付の決定の内容及びこれに付けた条件に従い、誠意をも

って助成事業等を行わなければならず、助成金等を他の用途へ使用してはならない。 

 

（助成対象事業の遂行等の命令) 

第１５条 理事長は、助成事業者が提出する報告等により、その者の助成対象事業が助成金の交付

決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対し、こ

れに従って当該助成対象事業を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 理事長は、助成事業者が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該助成対象事業の遂

行の一時停止を命ずることができる。 

３ 理事長は、前項の規定により助成対象事業の遂行の一時停止を命ずる場合においては、助成事

業者が当該助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を、理事長の

指定する日までに執らないときは、第１６条の規定により当該助成金の交付決定の全部又は一部

を取り消すことができる。 

 

（交付決定の取消し） 

第１６条 理事長は、助成事業者が助成金を他の用途に使用したり、助成金の交付の決定の内容及

び条件、その他法令等、又はこれに基づく理事長の処分に違反したときは、助成金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、助成対象事業について交付すべき助成金の額の確定があった後においても適用

されるものとする。 
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（助成金の返還） 

第１７条 理事長は、助成金の交付の決定を取り消した場合において、 助成対象事業の当該取消し

に係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 

 

（暴力団の排除） 

第１８条 第８条の申請があった場合において、当該申請をした者が第４条の規定に該当するとき

は、理事長は、その者に対して、助成金を交付しないものとする。 

２ 理事長は、 第１０条の規定による交付の決定をした後において、当該交付の決定を受けた者が

第４条の規定に該当することが明らかになったときは、第１６条第１項の規定により助成金の交

付の決定を取り消すものとする。 

３ 前項の場合において、既に助成金が支払われているときは、理事長は、前条の規定により助成

事業者に対し、助成金の返還を命ずるものとする。 

 

（遂行状況報告） 

第１９条 助成事業者は、理事長から求めがあったときは、その指定する期日までに遂行状況報告

書（別記第４号様式）を提出しなければならない。 

 

（実績報告書） 

第２０条 助成事業者は、助成対象事業完了後、指定する期日までに実績報告書（別記第５号様

式）を提出しなければならない。 

２ 実績報告書には、別記第５号様式において定める書類を添付しなければならない。 

３ 実績報告書の提出期限は、助成対象事業の完了の日（助成対象事業の廃止の承認を受けた場合

は、当該承認を受けた日。以下この項及び第２６条において同じ。）から起算して１５日を経過す

る日又は助成対象事業の完了の日の属する年度の２月１５日のいずれか早い日（２月１５日が土

曜日または日曜日の場合は、それ以前の直近の金曜日）とする。 

 

（助成金の額の確定等）） 

第２１条 理事長は、助成対象事業の完了又は廃止に係る助成対象事業の成果の報告を受けた場合

においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る助

成対象事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件に適合するものであるかど

うかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、当該助成事業者に通

知するものとする。 

 

（助成金の支払い） 

第２２条 助成金は、前条の規定により助成金の額を確定した後に支払うものとする。 

２ 助成事業者が助成金の支払いを受けようとするときは、助成金交付請求書（別記第６号様式）

を理事長へ提出するものとする。 
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（実施結果の状況報告等） 

第２３条 助成事業者は、助成対象事業が完了（廃止した場合を除く。以下この条において同じ。）

した日の属する年度の翌年度から５ヵ年度間、各年度の当該助成事業の成果等の状況等につい

て、対象年度の翌年度４月２０日までに、状況等報告書（別記第７号様式）により理事長に報告

しなければならない。 

 

（成果の発表等） 

第２４条 理事長は、助成対象事業で実施した事業の成果について必要があると認めるときは、助

成事業者に発表させることができる。 

２ 理事長は、助成対象事業の内容について、助成事業者名、助成金額、成果等をセンターのホー

ムページ等で公表することができる。 

 

（立入検査等） 

第２５条 理事長は、この要綱に基づく助成金にかかる予算の執行の適正を期するために必要があ

るときは、助成事業者に対して報告をさせ、又は当該事務担当者にその事務所、事業場等に立ち

入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

 （財産の処分制限） 

第２６条 助成事業者等は、助成事業等により取得し又は効用の増加した財産機械及び器具のう

ち、その取得価格又は効用の増加の合計額が税込５０万円以上の機械及び器具については、理事

長の承認を受けないで、助成金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供してはならない。ただし、当該財産の耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間）を経過した場合は、この限りでない。 

２ 助成事業者が前項の規定により理事長の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった

ときは、理事長は、その収入額に本助成事業の助成率を乗じた額を超えない範囲で、交付した助

成金の一部を納付させることができる。 

 

（書類、帳簿等の整備及び保存） 

第２７条 助成事業者は、助成対象事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を整備し、

常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、助成対象事業の完了の日の属する年度の翌年度以降５年間保存し

なければならない。 

 

（知的財産権） 

第２８条 本事業の実施により助成事業者に生じた知的財産権は、原則として助成事業者に帰属する

ものとする。 

２ 助成事業者は、助成事業に基づく発明、考案等に関する知的財産権を、助成事業年度又は助成

事業年度終了後５年以内に出願若しくは取得した場合、および当該知的財産産権を譲渡し、若し

くは実施権を設定した場合には、第２０条に規定する実績報告書又は第２３条に規定する状況等

報告書にその旨を記載しなければならない。 
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（その他） 

第２９条 この要綱に定めるもののほか、この助成金の交付に関し必要な事項は、理事長が別に定

める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和７年度分の予算に係る助成金から適用する。 
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別表（第６条関係） 

助成対象事業 助成対象経費 助成金の額 

（１）試作開発支援事業 

 

・主に、自社の県内の事業所

で実施する事業であって、医

療現場などからのニーズを基に

した製品の企画、市場調査及び

コンセプト設計にかかる経費を

助成する。 

 

・主に、自社の県内の事業所

で実施する事業であって、市

場調査、コンセプト設計を完了

したものについて、試作（改良

試作を含む）、医療現場等から

の評価にかかる経費を助成す

る。 

 

市場調査

費 

 

市場調査や波及効果の調査にかかる

経費（委託費、謝金、図書資料費等） 

助成対象経費の、 

１/２以内（1,000

円未満の端数切り

捨て） 

 

ただし、上限： 

1,800 千円 

 

試作等開

発費 

試作の開発に必要となる消耗品費、設

計及び開発にかかる外注費、大学など

への研究委託費等、試作に必要な機械

装置等（１台当たり税込 50 万円未満

の機械装置に限る。）の整備に要する

経費 

※ただし、外注費および研究委託費に

充当できる助成金額の合計額は、助成

金全体合計額の 2/3 以下とする。 

 

産業財産

権出願費 

特許権、実用新案権、意匠権等の産業

財産権の出願にかかる経費 

（国内出願に限る。） 

試作評価

費 

評価のために専門家に支払われる経

費（委託費、謝金等） 

 

その他 助成対象事業を遂行するために理事

長が適当と認める経費 

 

（２）製品化支援事業 

・主に、自社の県内の事業所

で実施する事業であって、製

品化に必要な臨床評価用の設計

試作・薬事申請等にかかる経費

を助成する。 

 

※全体計画を示すこととし事業

が複数年度にわたる場合は年度

ごとに申請すること。 

 

 

臨床評価

用試作等

開発費 

臨床評価等を行うための試作等の開

発に必要となる消耗品費、設計及び開

発にかかる外注費、大学などへの研究

委託費等、試作に必要な機械装置等

（１台当たり税込 50万円未満の機械

装置に限る。）の整備に要する経費 

 

※ただし、外注費および研究委託費に

充当できる助成金額の合計額は、助成

金全体合計額の 2/3 以下とする。 

 

助成対象経費の、 

１/２以内（1,000

円未満の端数切り

捨て） 

 

ただし、上限： 

10,000 千円 

 

臨床評価

費 

評価のために専門家に支払われる経

費（委託費、謝金 等） 
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薬事承認

対応費 

  

 

薬事申請にかかる経費（コンサルタ

ント料、内部監査員養成研修費用、

認証取得等に要する経費） 

産業財産

権出願費 

特許権、実用新案権、意匠権等の産業

財産権の出願にかかる経費 

（国内出願に限る。） 

 

その他 助成対象事業を遂行するために理事

長が適当と認める経費 

 

（３）海外販路開拓支援事業 

 

・主に、自社の県内の事業所で

製造する医療機器、福祉機器、

医薬品・健康食品を対象に、海外

の販路を開拓するための海外で

開催される展示、商談会への出

展にかかる経費を助成する。 

 

展示会出

展費 

出展にかかる小間使用料、出展基本

料、小間装飾費、什器備品のリース費

用、輸送費、通訳費等 

 

 

助成対象経費の、 

１/２以内（1,000

円未満の端数切り

捨て） 

 

ただし、上限： 

1,000 千円 

 

販売促進

費 

展示会出展に際して自社の製品また

は技術の PR に係る経費（印刷費、動

画制作費、広告掲載費等） 

その他 助成対象事業を遂行するために理事

長が適当と認める経費 

 

 

（注）助成対象経費は、交付決定日以降で助成対象期間内に発生した上表に掲げる経費とする。 

ただし、「事前着手理由書」の提出があり、理事長が「事業の性格上又はやむを得ない理由がある」と理事

長が判断した場合は、この限りでない。 

（注）公租公課（消費税及び地方消費税を含む。）、関係会社（会社計算規則（平成１８年法務省令第１３号）

第２条第３項第２５号に規定するもの）等からの調達にかかる経費、代表者が申請者と同一または親族関

係にある事業者等からの調達にかかる経費、共同開発先からの調達にかかる経費（大学・研究機関等への

研究委託費を除く）、その他理事長が別に定める経費は、助成対象外とする。その他対象外経費の詳細は別

途定める。 

 


